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1. ま　え　が　き
二酸化炭素の排出量削減が世界的に重要性を増してお
り，太陽光発電などの再生可能エネルギーの普及拡大が見
込まれる。こうしたなか，電力消費の可視化や需要制御な
どを行うためのスマートメータが注目を集めている。政府
が 2010年 6月に策定したエネルギー基本計画においても，
早期に双方向通信が可能な次世代型送配電ネットワークの
構築を目指すことが示されている。
スマートメータに用いる通信方式として，電力線通信

（PLC：Power Line Communication）や，特定小電力無線
が挙げられる。これらは通信線の敷設が不要なため新築だ
けでなく既存建物にも導入しやすいが，いずれの方式も
直接通信できる範囲は限られており環境によっても異なる。
通信範囲を拡大するための方策として，端末間で中継を行
うマルチホップ通信が有効である。マルチホップ無線通信
に関して IETFのMANET WG，ROLL WGなどで検討が
行われており，これまでに幾つかのルーティングプロトコ
ルが標準化されてきたが，低速な伝送方式での利用には課
題が多い。ZigBee

＊ 1）などもマルチホップ通信機能を備え

ているが，スケーラビリティーに課題があり，大規模ネッ
トワークでの実用化はあまり進んでいない。
筆者らは，マルチホップ通信技術を開発し，PLCを用
いたスマートメータや集合住宅向け電力制御システムを実
用化してきた。今回 900 MHz帯の特定小電力無線に適用
するための改良を行い，大規模ネットワーク対応のマルチ
ホップ通信システムを実現した。本稿では，ルーティング
プロトコルおよび適応型マルチホップ仮想セル形成法に関
して述べる。

2. システム構成
1 a にスマートメータシステムの構成を示す。大

規模集合住宅の場合は，パイプシャフトに端末が設置され
るなど，無線通信では伝搬ロスが非常に大きくなる可能性
があるため，PLCが適している。この場合，電気室に設置
された変圧器の 2次側に親機を接続するとともに，各住戸
の電力メータに端末を設置し，親機と直接通信できない端
末は他の端末を介してマルチホップ通信を行う。戸建住宅
の場合は無線が適しており，柱上変圧器の 2次側などに親
機を設置する。小規模集合住宅のように電気室がなく柱上
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変圧器から直接引き込まれる場合は，PLCおよび無線のい
ずれも利用可能であり， 1 a のように無線と PLCが
混在したルートを用いてマルチホップ通信を行うことも可
能である。

1 b に当社の集合住宅向け電力制御システム「幹
線パワナビ 1）」の構成を示す。幹線分岐盤に設置した親機
と住宅分電盤に内蔵した端末がマルチホップ通信を行い，
電力使用量が幹線ブレーカの容量を超過しそうになった場
合には，住宅内で使用する電力を削減するように制御して
幹線ブレーカが遮断されるのを防ぐ。

3. マルチホップルーティングプロトコル
3.1 概要
マルチホップ通信において，応答性や通信信頼性を高め
るためには，できるだけ少ないホップ数で，かつ安定した
中継ルートを選択する必要がある。マルチホップルーティ
ングプロトコルは 10年ほど前から IETF MANET WGに
おいて標準化が進められてきており，リアクティブ型とプ
ロアクティブ型に大別できる。

リアクティブ型は通信要求発生時に宛先端末までの
ルートを探索する方法で，AODVや DYMOなどがあ
り，IEEE802. 11sや ZigBeeのルーティングプロトコルも
AODVをベースとしている。これらの方式では，RREQ

と呼ばれるルート探索要求パケットをフラッディングで送
信するため，端末台数が多くなると通信が輻そうしやすい。
一方，プロアクティブ型は，端末間で定期的にリンク
情報を交換し，あらかじめ他端末へのルートを生成する
方法である。代表例として OLSRや，これを改良した
OLSRv2が挙げられる。
今回の対象システムでは，フェージングや家電機器の動
作状態などの影響を受けて PLCおよび無線のいずれにお
いても端末間の伝送特性は変化するが，その変化は移動体
通信と比べて小さい。また，リンク品質や安定性を重視し
てルートを選択することも考慮すると，プロアクティブ型
を用いるのが適切である。
ルート探索に必要な情報は，一般的に端末数の 2乗に比
例して増加する。したがって，端末数が数百～数千台の大
規模ネットワークにおいては，ルート探索トラフィック
が増大しないための工夫が必要である。筆者らは，5 kbps

程度の低速 PLCに適用可能なルーティングプロトコル
「CMSR（Centralized Metric based Source Routing）」を開
発してきた 2）。この「CMSR」は，端末間のルートを考慮
せずに親機までのルートに限定して探索することにより端
末間で交換する情報を削減している。さらに，通信品質の
良い上位ノード（親機および端末）に限定してリンク情報
を交換することと，リンクの差分情報だけを交換すること
により，ルート探索トラフィックの大幅低減を実現してい
る。以下で，「CMSR」の動作原理を述べる。

3.2 動作原理
「CMSR」は，隣接端末間のリンク品質を調査する隣接
ノード探索機能と，リンク品質に基づいてルートを生成す
るルート生成機能の二つで構成される。各ノードは一定時
間ごとに HELLOメッセージをブロードキャスト送信し，
隣接ノードとリンク品質情報を交換する。この部分は一般
的なプロアクティブ方式と同様であるが，親機までのルー
ト品質情報を HELLOメッセージに含める点や，仮ルート
コストを用いてリンク品質調査対象を限定する点が異なる。

2と 3を用いて動作手順を説明する。HELLOメッ
セージはすべてブロードキャスト送信であるが， 2で
は端末 6の視点で矢印を示している。また 3において
は，リンクで接続されているノード（親機および端末）の
間では信号を受信可能なことを示し，リンク横に示す値は
リンクコスト（リンク品質）を表している。隣接ノードか
らの HELLOメッセージを受信したら，受信時のリンクコ
ストと，HELLOメッセージに含まれる上位ルートコスト
の和によって求まる仮ルートコストが低い順に数個のノー
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ドを優先リンク先として選択する。 1に示す端末 6の
隣接ノードテーブルにおいては，仮ルートコストが低い順
に端末 1と端末 5を選択する。その後，選択したノード
アドレスと受信時のリンクコストをHELLOメッセージの
LINK_REQサブメッセージに含めて送信する。それに対
して，相手ノードは逆方向のリンクコストを LINK_REP

サブメッセージに含めて送信することにより双方向のリン
クコストを把握できる（ 2）。このように，仮ルートコ
ストが良好なノードに限定して双方向のリンク品質を調査
することにより，トラフィックの削減を図る。

双方向のリンクコストの大きいほうを正式ルートコスト
とし，それらのうち最小のものをルートとして選択する。

1において，仮ルートコストは端末 1が最小であったが，
正式ルートコストが最小の端末 5がルートとして選択され
る。なお，最終的に選択されなかったルートも代替ルート
として活用される。リンクコスト値は HELLOメッセージ

に含めて送受信するが，その変化が大きい場合のみ情報交
換を行う差分方式とする。各端末は，定期的に隣接ノード
に関する情報をトポロジー通知メッセージとして親機に送
信し，親機はこの情報を基に，ルートコストが最小となる
ルートを決定する。
プロアクティブ型の場合，一般的に伝送状態の変化に対
する追随が遅く，HELLOメッセージ送信間隔に比例した
時間が掛かる。「CMSR」では，一時的に伝送路状態が悪
化して通信不能に陥った場合に早急に回復させるため，リ
アクティブ型で用いられるルートエラー通知機能を付加
することによって短時間でのルート切替を可能としてい
る。また，送信元が最終宛先までのルートを指定するソー
スルーティングの採用により，中継端末でのルートテーブ
ル保持を不要とし，RAM使用量を低減している。

3.3 性能評価
前節で示したトラフィック削減効果を検証する。端末
数を 1000台まで変化させた場合のルーティング負荷のシ
ミュレーション結果を 4に示す。なお，HELLOメッセー
ジ送信間隔は 30分とする。「CMSR」は，標準的な OLSR

に比べて端末数の増加に対する負荷の増加が緩やかで，き
わめて低トラフィックであることがわかる。これにより，
数 kbps程度の低速 PLCにおいてもアプリケーション通信
のための帯域を十分確保できる。最近では 100 kbps程度
の PLCも開発されており，また 900 MHz帯の無線でも同
程度の通信速度であるが，実効スループットは数十 kbps

に留まる。 4において端末が 1000台の場合，OLSRで
は 14 kbps程度のルーティング負荷となり，実効帯域のか
なりの部分を占めてしまうが，「CMSR」の場合は 200 bps

以下に収まっており，帯域のほとんどをアプリケーション
通信で利用可能である。さらに，HELLOメッセージ送信
間隔を短くして変動追随性を高めることも可能である。

PLCでは，無線と同様に隠れ端末問題が発生するうえ，
異なる変圧器や配電盤に接続された電力線間であっても信
号干渉やパケット衝突が発生する場合がある。このような
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状況下での通信性能を把握するため， 5のような模擬
配線においてルーティングプロトコルを動作させ，マルチ
ホップ通信エラー率を測定する。スマートメータシステム
単独の場合は 2× 10-4～ 5× 10-4であったが，スマート
メータおよび「幹線パワナビ」の両方のシステムが共存す
る場合はトラフィックが大幅に増加するため若干悪化して
1× 10-3程度となった。共存時の最大端末台数は約 800台
とした。ただし，これらのエラー率は上位層再送を行わな
い場合の値であり，再送によって監視制御ネットワークに
必要な信頼性の確保が十分可能である。

次に，実環境において約 200台の端末を用いて長期間の
評価を行う。前述と同様のアプリケーション通信エラー率
を測定した結果を 6に示す。1日当りの通信回数は 1万
回である。日によって変動はあるものの，上位層再送なし
の場合は，2× 10-3程度のエラー率である。模擬配線での
評価結果よりも若干悪化しているが，実環境では家電機器
などのノイズによる伝送路特性の変動が大きいためと思わ
れる。評価中に各端末のルートは実際に日や時間帯によっ
て変化しており，伝送路の変化に追随してルートを適切に
選択していることを確認している。上位層再送を行った場
合は，全期間にわたって通信エラーは発生しておらず，通
信信頼性が非常に高いことがわかる。

4. 適応マルチホップ仮想セル形成法
4.1 900 MHz帯の伝搬特性
本章では，前章で述べたプロトコルを 900 MHz帯の特
定小電力無線に適用するための方策を検討する。ネット
ワークシミュレーションを行う際，電波伝搬特性を考慮す
る必要がある。これまでに提案されている伝搬損失推定モ
デルには奥村-秦式やWalfisch-池上モデル 3）などがある
が，これらは主に携帯電話などの移動体通信を想定してい
る。ここでは，電柱の 6.5 m程度の高さに設置される親機
と 2 m程度の高さに設置される端末との間，または端末間
の通信を対象とする。既存モデルおよび今回対象とするア
ンテナ高さと通信距離の関係を 7に示す。Walfisch-池
上モデルは比較的対象領域に近いが，アンテナ高さ＜建物
高さの場合は距離 500 m以上に適用範囲が限定される。今
回の端末間通信は送受信いずれも建物高さよりもかなり低
いため，そのまま適用できない可能性が高い。

今回対象とする条件における伝搬特性を明らかにするた
め，5箇所の住宅地の計 1000点での 950 MHz帯の伝搬損
失を測定する。送信アンテナ高さは 6.5 m，2 mの 2通り，
受信アンテナ高さは 2 mとする。代表的な市街地（住宅密
集地）と郊外の測定結果を 8に示す。Walfisch-池上モ
デルによる計算値も示しているが，測定結果とは乖離があ
る。
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そこで，既存の伝搬モデルを参考にして式（1）を定め，
実測値から重回帰分析を行ってパラメータを決定する。d

は送受信間距離（m），hbは送信アンテナ高さ（m），wは
平均道路幅（m）である。アンテナ高さが建物高さよりも
低いことと，測定データと平均建物高さとの相関が低い
ことから，平均建物高さはパラメータに含めていない。ま
た，受信アンテナ高さと周波数は固定としたため，これも
式（1）には含めていない。

（1）

重回帰分析の結果，α＝ 39.8，β＝ -12.5，γ＝ -31.3，
δ＝ 56.1となった。求めた式を提案モデルとして 8に
示す。ただし，式（1）が自由空間伝搬損失よりも小さく
なる場合は，自由空間伝搬損失の値を用いた。回帰式と実
測データの平均残差は 8.6 dBであり，比較的良好な推定
精度が得られている。以後のシミュレーションにおいては，
この伝搬損失モデルを用いる。

4.2 課題
前述のルーティングプロトコルにおいて，各端末はもっ
ともルートコストが小さい親機を選択してルートを生成す
る。この場合，選択した親機配下のマルチホップ仮想セル
（以下，セルと記す）に参入したことになる。PLCの場合
は，信号の変圧器越えや配線間クロストークなどがあるも
のの配線形態によっておおむね論理トポロジーが定まるた
め，想定どおりのセルに参入することが多い。一方，無線
の場合は，親機や端末の分布密度，建物などとの位置関係
によって，意図しないセルへの参入や特定のセルへの参入
偏りが発生することがある。
市街地と郊外などのように端末密度に大きな差がある設
置環境において，ルーティングプロトコルのシミュレー
ションを行う。シミュレーション諸元を 2に示す。実仕
様では親機 1台当りの端末最大収容台数は 1000台である
が，ここでは本法の有効性を確認するために十分といえる
50台の縮小モデルを用いる。

9にシミュレーション結果を示す。図の左半分は市
街地を想定して端末を密集させ，右半分は郊外を想定して
端末密度を低くしてある。親機 4台のいずれかのセルに参
入した端末は親機と同色（4階調グレー）で表示しており，
白色はどのセルにも参入していない孤立端末を表す。各端
末がルートコストの小さい親機を選択した結果，親機 1と
親機 2のセルへ参入が集中し，最大収容台数に達したこと
が孤立端末の発生要因である。親機 3と親機 4のセルでは
収容台数に余裕があるが，左端の孤立端末は親機 3や親機
4に至るルートがないため参入できない。最大収容台数を
増やせば親機 1や親機 2に参入できるようになるが，親機
のメモリーリソースや通信速度によって最大収容台数には
上限がある。したがって，最大収容台数に対して実際の設
置可能端末台数を少なめにするしかなく，言い換えると親
機を多めに設置することになり設置コストの増加を招く。

4.3 参入端末台数を考慮したセル形成
マルチホップルーティングプロトコルにおいて，消費電
力の最小化やスループットの向上を目的とした研究 4），5）

は行われているが，端末台数を考慮した経路選択はあまり
検討されていない。前節で述べた問題を解決するため，各
セルの参入端末台数を考慮してルートコストに重みづけ
を行う。すなわち，わずかなルートコストの悪化は許容し，

 γlogw +δβloghb +αlogd +伝搬損失（dB）=

実測値（郊外）
実測値（市街地）
提案モデル（郊外）
提案モデル（市街地）
池上モデル（郊外）
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800×800 mエリア

端末密度 500 台／km2（市街地），125 台／km2（郊外）

4 台親機台数

200 台端末台数

50 台／親機最大収容台数

6.5 m（親機），2 m（端末）アンテナ高さ

等方性アンテナアンテナ特性

伝搬損失モデル 39.8 logd－12.5 loghb－31.3 logw＋56.1

10 dBm送信出力
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残り収容台数に余裕があるセルに参入しやすくする。さら
に，参入端末数とルートコストを考慮して，セル参入後も
他セルへの移動を許容する。
具体的には，HELLOメッセージに参入端末台数を格納
して送信するとともに，参入不可能な場合は親機に要求し
て既参入端末を他のセルに移動させる。各端末は他セルへ
の移動可否と，移動後のルートコストをトポロジー通知
メッセージで親機に通知しており，親機はこれを考慮して
移動対象の端末を選択する。また，既存ルートへの影響を
低減するため，ルート末尾の端末を優先的に選択する。こ
れらは HELLOメッセージやトポロジー通知などの既存
のルーティングパケットを利用するため，ほとんどトラ
フィックを増やすことなく実現可能である。
以上のアルゴリズムを付加した場合のシミュレーション
結果を 10に示す。中央付近の端末が親機 3と親機 4の
セルに参入しており，これによって， 9では孤立してい
た左端付近の端末が， 10では親機 1と親機 2のセルに
参入できるようになり，孤立端末の発生が回避されている。

次に，全親機の最大収容台数の合計に対する実際の端末
数の割合を変化させた場合の，孤立端末発生率を 11に
示す。参入端末台数を考慮しない場合は，端末数が少なく
ても孤立端末が発生し，端末数 100 ％，つまり最大収容台
数と同数の場合は 30 ％近い孤立端末が発生している。一
方，参入端末台数を考慮した場合は孤立端末が半分程度に
減少しており，さらにセル間移動を許容した場合は孤立端
末の発生を回避できている。これにより，親機の設置台数
を必要最小限に抑制でき，導入コストの低減が可能となる。
また，故障や保守で親機が停止しても，端末は適切に他セ
ルに収容されるため，不慮の事態にも対応可能である。

5. あ　と　が　き
スマートメータ用通信において，ルート探索トラフィッ
ク負荷がきわめて小さく伝送環境の変動追随性に優れる
ルーティングプロトコルの開発により，親機 1台当り端末
1000台のネットワーク構築が可能で，電力線通信（PLC）
と無線通信の両方に対応したマルチホップ通信システムを
実現した。また，適応セル形成法の開発によって，親機と
端末の位置関係や端末密度など，さまざまな設置環境に適
応して論理ネットワークを形成でき，設置設計や運用管理
の省力化を可能にした。
今後は，本法をスマートメータシステムに展開するとと
もに，住宅内のエネルギーマネージメントシステムなど他
システムとの連携を図って行く予定である。

親機 3

子機

親機 1

親機 2
親機 4

10

従来方式

開発方式（参入端末台数考慮）
開発方式（参入端末台数考慮＋セル間移動）

0

5

10

15

20

25

30

35

40

100908070605040

端末台数／最大収容台数（％）

孤
立
端
末
発
生
率
（
％
）

11



24 パナソニック電工技報 Vol. 59  No. 3

●注
＊ 1）ZigBee：ZigBee Allianceが策定した近距離無線通信規格
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